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              財  政  事  情  の  公  表  
 
  地方自治法第243条の3第1項の規定により、平成24年度前半期の財政事情

を次のとおり公表します。 
 
                         平成24年11月 1日 
 
                                  原 村 長  清  水    澄 
 
１．まえがき 
  今回の財政事情の公表は、平成24年4月1日から平成24年9月30日まで（平

成24年度前半期）の予算及び執行状況並びに平成23年度（平成24年3月末現

在）の財産（基金）及び地方債の現在高を公表するものです。 
 
２．予算の補正状況 
  平成24年度各会計予算の補正状況は第１表に示したとおりです。 
（１）一般会計 

  平成24年度の一般会計は前半期2回にわたって補正が行われ1億8,727万

2千円を増額した結果、前半期末予算額は38億7,727万2千円となりました。 
 
    補正予算の主な内容は、下記のとおりです。 
 

・第１号補正（補正額4,626万9千円増額） 
総務費 エネルギー対策推進費  

民生費 保育所用地の買収、駐車所使用料、造成費等 

農林業費 建設資材支給事業 

商工費 文化園業務用冷蔵庫等購入 

消防費 退職報償金 

教育費 小学校修繕費、中学校吹奏楽用楽器購入 

 

・第２号補正（補正額1億4,100万3千円増額） 
総務費 電気自動車用急速充電器設置工事、財政調整基金積立 

民生費 育児休業代替職員賃金 

農林業費 青年就農給付金、農業施設効果促進事業 

商工費 土日バス運行事業観光連盟補助金 

教育費 学童クラブフェンス等設置、臨時職員の増員 

災害復旧費 農業単独災害復旧工事 



            

一方、この2回にわたる補正の財源として、分担金及び負担金、県支出金、

繰越金、諸収入及び村債をもって調整しました。 
 
（２）特別会計 

①国民健康保険事業勘定特別会計については、1,644万9千円の補正を行

いました。 
②国民健康保険直営診療施設勘定特別会計については、補正はありませ

んでした。   

  ③有線放送事業特別会計については、補正はありませんでした。 

 ④農業者労働災害共済事業特別会計については、補正はありませんでし

た。 

⑤後期高齢者医療特別会計については、補正はありませんでした。 

 

（３）企業会計 

  ①水道事業会計については、補正はありませんでした。  

②下水道事業会計については、補正はありませんでした。 

 
３．収入支出の状況 
    支出負担行為及び収入支出の状況は第２表に示したとおりであります。 
（１）歳入 

  一般会計の前半期末（9月30日）における収入済額は24億325万5千円で、

収入率は対予算比で60.6％です。また前半期末予算額の款別の構成比率

（明許繰越を含む。）では、地方交付税が37.3％で最も大きく、ついで

村税20.3％、繰越金8.6％、国庫支出金5.9％の順となっています。 
 
 
 (２)歳出 

  支出割合では前半期末予算額の 49.0％、19億4,471万 7千円が支出負担

行為済みです。 
  また前期末予算額の款別の構成比率（明許繰越を含む。）では民生費

が 27.2％で最も大きく、ついで総務費 16.5％、教育費 12.0％、土木費

9.9％、商工費8.1％、衛生費7.9％の順となっています。 
 
４．住民負担の状況 

  平成24年度前半期における住民負担等の状況は第3表のとおりです。 
 
 



５．村債の状況 
  建設事業等多額の財源が必要なときに資金運用部等から長期にわたり

借り受けた村債の一般会計平成23年度末現在高は19億7,072万円で、前年

度末に比べ5,311万4千円の減となりました。 

  平成23年度中の新規借入額は 1億8,040万円で、このうち、交付税振替

分の臨時財政対策債として 1億3,000万円を借り入れました。元利償還額

は2億6,305万6千円でした。 

企業会計での年度末企業債残高は水道事業は1億121万5千円です。下水

道事業は18億9,994万7千円です。 

なお、この状況は第４表のとおりです。 
 
６．財産（基金）の状況 

  災害復旧、地方債の繰上げ償還、その他諸事業を執行するにあたって

の財源不足を生じたときの財源として積立てある基金の状況は第５表の

とおりです。 
  平成23年度においては一般会計では総額1,154万1千円を取崩し、その

内訳はふるさと水と土基金より1,085万円、奨学基金より69万1千円を取

崩しました。 

 
７．平成23年度決算の状況 

  平成23年度決算の状況は、第６表のとおりです。 
 また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」による健全化判断

比率は以下のとおりです。   

     ・実質赤字比率           なし 

     ・連結実質赤字比率       なし 

・実質公債費比率        7.8％ 

・将来負担比率          なし  



第 １ 表
   平成24年度一般会計予算の補正状況（平成24年 4月1日～平成24年9月30日）

  （１）歳    入
構成比

第１号 第２号 （％）

  １．村税 803,926 803,926 20.27

  ２．地方譲与税 90,000 90,000 2.27

  ３．利子割交付金 2,500 2,500 0.06

  ４．配当割交付金 700 700 0.02

  ５．株式等譲渡所得割交付金 300 300 0.01

  ６. 地方消費税交付金 60,000 60,000 1.51

  ７．自動車取得税交付金 19,000 19,000 0.48

  ８．地方特例交付金 2,000 2,000 0.05

  ９．地方交付税 1,480,000 1,480,000 37.31

１０．交通安全対策特別交付金 1,500 1,500 0.04

１１．分担金及び負担金 56,778 1,325 1,796 59,899 1.51

１２．使用料及び手数料 24,901 24,901 0.63

１３．国庫支出金 209,554 22,336 231,890 5.85

１４．県支出金 186,735 687 14,295 7,650 209,367 5.28

１５．財産収入 22,698 22,698 0.57

１６．寄付金 102 102 0.00

１７．繰入金 158,396 158,396 3.99

１８．繰越金 130,000 36,740 121,333 51,923 339,996 8.57

１９．諸収入 221,410 8,842 750 231,002 5.82

２０．村債 219,500 3,300 5,500 228,300 5.76

歳  入  合  計 3,690,000 46,269 141,003 89,205 3,966,477 100.00

  ※ 構成比は、端数整理により構成比合計と一致しない場合があります。

明許繰越 合    計

（単位千円）

予  算  科  目 当初予算額
補正予算額



  （２）歳    出
構成比

第１号 第２号 流用充用額 （％）

   １．議会費 69,027 69,027 1.74

   ２．総務費 548,202 1,377 104,407 653,986 16.49

   ３．民生費 1,036,872 35,919 5,996 1,078,787 27.20

   ４．衛生費 310,197 2,693 312,890 7.89

   ５．農林業費 197,805 800 18,047 15,005 231,657 5.84

   ６．商工費 320,609 1,809 601 323,019 8.14

   ７．土木費 391,185 350 391,535 9.87

   ８．消防費 138,707 141 138,848 3.50

   ９．教育費 387,239 6,223 7,559 74,200 475,221 11.98

 １０．公債費 281,155 281,155 7.09

 １１．諸支出金 2 2 0.00

 １２．予備費 9,000 △ 4,115 4,885 0.12

１３.災害復旧費 0 1,350 4,115 5,465 0.14

   歳 出 合 計 3,690,000 46,269 141,003 0 89,205 3,966,477 100.00

  ※ 構成比は、端数整理により構成比合計と一致しない場合があります。

（単位千円）

   予 算 科 目  当初予算額 合    計
補 正 予 算 額

明許繰越



（３）平成24年度特別会計予算の補正状況(平成24年4月1日～平成24年9月30日)

（単位千円）

当　　初

予 算 額 第1号 第  号 第  号 第　号

959,000 16,449 975,449

102,000 102,000

37,500 37,500

1,100 1,100

69,000 69,000

1,168,600 16,449 0 0 0 1,185,049

（４）平成24年度企業会計予算の補正状況(平成24年4月1日～平成24年9月30日)

収   入 支   出 収   入 支   出 収   入 支   出

158,927 145,498 24,000 77,275 182,927 222,773

 第 号 0 0

 第 号

 第 号

 第 号

158,927 145,498 24,000 77,275 182,927 222,773

収   入 支   出 収   入 支   出 収   入 支   出

364,862 258,509 3,401 218,025 368,263 476,534

 第1号 0 0

 第 号

 第 号

 第 号

364,862 258,509 3,401 218,025 368,263 476,534

資  本  的 計

下
水
道
事
業
会
計

当初予算額

補
正
予
算
額

合    計

水
道
事
業
会
計

当初予算額

補
正
予
算
額

合    計

会  計  名
収  益  的

合  計

（単位千円）

 国保事業勘定特別会計

 国保直診勘定特別会計

 有線放送特別会計

 農労災害共済事業特別会計

 後期高齢者医療特別会計

合     計

資  本  的 計

会  計  名
補   正   予   算   額

会  計  名
収  益  的



第 ２ 表

   支出負担行為及び収入支出の状況（平成24年 4月1日～平成24年9月30日）

（１）歳  入

一般会計

 1.村税 803,926 860,219 428,052 △ 56,293 432,167 49.8

 2.地方譲与税 90,000 28,668 28,668 61,332 0 100.0

 3.利子割交付金 2,500 864 864 1,636 0 100.0

 4.配当割交付金 700 484 484 216 0 100.0

 5.株式等譲渡所得割交付金 300 0 0 300 0 －

 6.地方消費税交付金 60,000 35,478 35,478 24,522 0 100.0

 7.自動車取得税交付金 19,000 9,942 9,942 9,058 0 100.0

 8.地方特例交付金 2,000 3,296 3,296 △ 1,296 0 100.0

 9.地方交付税 1,480,000 1,089,910 1,089,910 390,090 0 100.0

10.交通安全対策特別交付金 1,500 893 893 607 0 100.0

11.分担金及び負担金 59,899 29,530 26,584 30,369 2,946 90.0

12.使用料及び手数料 24,901 19,286 14,429 5,615 4,857 74.8

13.国庫支出金 231,890 78,758 77,064 153,132 1,694 97.8

14.県支出金 209,367 36,750 26,589 172,617 10,161 72.4

15.財産収入 22,698 4,319 4,050 18,379 269 93.8

16.寄付金 102 1,456 1,256 △ 1,354 200 86.3

17.繰入金 158,396 0 0 158,396 0 －

18.繰越金 339,996 631,927 631,927 △ 291,931 0 100.0

19.諸収入 231,002 185,104 23,769 45,898 161,335 12.8

20.村債 228,300 0 0 228,300 0 －

   歳  入  合  計 3,966,477 3,016,884 2,403,255 949,593 613,629 79.7

特別会計

 国保事業勘定特別会計 975,449 747,148 392,129 228,301 355,019 52.5

 国保直診勘定特別会計 102,000 100,743 100,149 1,257 594 99.4

 有線放送事業特別会計 37,500 36,908 25,511 592 11,397 69.1

 農労災共済事業特別会計 1,100 1,591 1,591 △ 491 0 100.0

 後期高齢者医療特別会計 69,000 47,615 22,424 21,385 25,191 47.1

Ｃ
－

Ｂ(％)
区            分

予算現額
Ａ

調定額
Ｂ

収入済額
Ｃ

Ａ－Ｂ Ｂ－Ｃ

（単位千円）

収入済額
Ｃ

Ａ－Ｂ Ｂ－Ｃ区            分
予算現額

Ａ
調定額

Ｂ

Ｃ
－

Ｂ(％)



   （２）歳  出

一般会計

B

A (%)

  １．議会費 69,027 36,538 36,100 32,489 32,927 52.9

  ２．総務費 653,986 290,945 221,433 363,041 432,553 44.5

  ３．民生費 1,078,787 451,705 367,709 627,082 711,078 41.9

  ４．衛生費 312,890 158,432 146,360 154,458 166,530 50.6

  ５．農林業費 231,657 79,322 59,391 152,335 172,266 34.2

  ６．商工費 323,019 236,533 197,806 86,486 125,213 73.2

  ７．土木費 391,535 194,806 169,780 196,729 221,755 49.8

  ８．消防費 138,848 75,802 64,941 63,046 73,907 54.6

  ９．教育費 475,221 281,931 173,722 193,290 301,499 59.3

１０．公債費 281,155 136,940 100,363 144,215 180,792 48.7

１１．諸支出金 2 0 0 2 2 0.0

１２．予備費 4,885 4,885 4,885 0.0

１３.災害復旧費 5,465 1,763 361 3,702 5,104 32.3

    歳 出 合 計 3,966,477 1,944,717 1,537,966 2,021,760 2,428,511 49.0

特別会計

B

A (%)

国保事業勘定特別会計 975,449 442,714 438,080 532,735 537,369 45.4

国保直診勘定特別会計 102,000 37,031 30,951 64,969 71,049 36.3

有線放送事業特別会計 37,500 23,009 15,290 14,491 22,210 61.4

農労災共済事業特別会
計 1,100 0 0 1,100 1,100 0.0

後期高齢者医療特別会
計 69,000 27,624 25,951 41,376 43,049 40.0

（単位千円）

区      分 A - C
予算現額

A

支出負担
行為済額

B

支出済額
C

未執行額
A-B

区      分
予算現額

A

支出負担
行為済額

B

支出済額
C

未執行額
A-B

A - C



第 ３ 表
      平成24年度前半期における住民負担の状況

       千円 円 円

 1.一般会計予算総額 3,966,477 1,297,082 498,176 平成24年9月30日現在

 2.村    税 803,926 262,893 100,970  世帯数  3,058世帯

  （1）個人村民税 345,373 112,941 43,378  人　口  7,962人

  （2）純固定資産税 412,000 134,729 51,746  保育園児  221人

 3.地方交付税 1,480,000 483,976 185,883  小学生    435人

 4.分担金及び負担金 59,899 19,588 7,523  中学生    216人

   (1)保育料 34,559      ――― 156,376

   (2)土木費分担金 245 80 31

 5.国庫支出金 231,890 75,831 29,125

 6.県支出金 209,367 68,465 26,296

 7.民生費 1,078,787 352,775 135,492

   (1)保育所費 219,786      ――― 994,507

 8.衛生費 312,890 102,319 39,298

 9.農林業費 231,657 75,754 29,095

10.土木費 391,535 128,036 49,175

11.消防費 138,848 45,405 17,439

12.教育費 475,221 155,403 59,686

   (1)小学校費 56,514      ――― 129,917

   (2)中学校費 68,478      ――― 317,028

 1.国民健康保険税 254,522 174,211 93,266 国保世帯数1,461世帯

 2.国保給付費等 608,520 416,509 222,983 国保被保険者数2,729人

備      考区      分
予算額 １世帯当たり  １人当たり



第 ４ 表
    村債の状況（23年度末現在）

元  金 利  子 計

一般会計

  総務債 6,660 1,110 106 1,216 5,550

  民生債 93,098 29,722 3,687 33,409 63,376

  農林業債 113,983 46,700 32,078 1,089 33,167 128,605

  商工債 804 134 13 147 670

  土木債 105,195 20,041 1,480 21,521 85,154

  消防債 6,872 3,700 3,324 52 3,376 7,248

  教育債 304,160 37,805 4,569 42,374 266,355

  災害復旧債 26,524 3,563 268 3,831 22,961

　その他債 1,366,538 130,000 105,737 18,278 124,015 1,390,801

     計 2,023,834 180,400 233,514 29,542 263,056 1,970,720

元  金 利  子 計

企業債
    水    道

企業債
    下 水 道

（単位千円）

24年3月末
現　在　額

 ※ その他債　23年度借入金の130,000千円は臨時財政対策債

  目 的 別

253,638

22年度末
現　在　額

24年3月末
現　在　額

1,899,9472,079,169

101,215

23年度
借 入 金

23年度元利償還金

  目 的 別
22年度末

現　在　額
23年度

借 入 金

23年度元利償還金

（単位千円）

109,501 8,286 4,348 12,6340

4,200 183,422 70,216



第 ５ 表

    村の財産（基金）

（単位:千円）

23年度末現在高

現  金 168,000

土  地 0

貸付金 0

1,063,245

692,901

254,775

334,144

156,402

9,461

106,679

198,869

13,983

112,760

3,304

3,044

3,117,567

26,718

16,124

112,367

66

155,275

544,187

122,280

666,467

3,939,309

 庁舎建設基金

 農業振興基金

 保健休養地管理事業積立金

 ふるさと創生基金

基金　合計

 有線放送施設整備基金

 農業者労働災害基金

 国民健康保険事業基金

特別会計　計

 奨 学 基 金

企業会計　計

 下水道事業基金

一般会計　計

基 金 の 区 分

土地開発基金

 財政調整基金

 減 債 基 金

 社会福祉基金

 地域福祉基金

 義務教育施設整備基金

 教育振興基金

 ふるさと基金

 水道事業基金

 国民健康保険直営診療施設基金



第 ６　表
   平成23年度決算の状況

（１）歳  入

 1.村税 787,687 941,738 905,107 5,755 30,876 117,420

 2.地方譲与税 92,000 100,922 100,922 0 8,922

 3.利子割交付金 2,500 2,782 2,782 0 282

 4.配当割交付金 700 1,561 1,561 0 861

 5.株式等譲渡所得割交付金 300 494 494 0 194

 6.地方消費税交付金 60,000 63,527 63,527 0 3,527

 7.自動車取得税交付金 18,000 19,323 19,323 0 1,323

 8.地方特例交付金 16,000 16,612 16,612 0 612

 9.地方交付税 1,480,000 1,644,232 1,644,232 0 164,232

10.交通安全対策特別交付金 1,500 1,683 1,683 0 183

11.分担金及び負担金 60,426 63,212 62,604 608 2,178

12.使用料及び手数料 26,493 26,820 26,775 45 282

13.国庫支出金 284,706 259,451 259,451 0 △ 25,255

14.県支出金 217,556 201,539 201,539 0 △ 16,017

15.財産収入 26,807 26,585 26,585 0 △ 222

16.寄付金 802 955 955 0 153

17.繰入金 11,549 11,541 11,541 0 △ 8

18.繰越金 383,458 459,570 459,570 0 76,112

19.諸収入 232,533 233,707 233,043 664 510

20.村債 185,900 180,400 180,400 0 △ 5,500

   歳  入  合  計 3,888,917 4,256,654 4,218,706 5,755 32,193 329,789

 国保事業勘定特別会計 1,011,574 1,010,204 983,337 2,776 24,091 △ 28,237

 国保直診勘定特別会計 76,000 141,266 141,266 0 65,266

 有線放送事業特別会計 30,543 35,137 34,789 6 342 4,246

 農労災共済事業特別会計 1,100 1,302 1,302 0 202

 後期高齢者医療特別会計 64,420 62,888 62,888 0 △ 1,532

区            分
予算現額 調定額

予算と収入の比
較

（単位千円）

収入済額 不能欠損
額

収入未済
額



   （２）歳  出 （単位千円）

  １．議会費 76,574 75,173 1,401 1,401

  ２．総務費 521,802 476,868 44,934 44,934

  ３．民生費 1,026,210 961,721 64,489 64,489

  ４．衛生費 320,208 291,413 28,795 28,795

  ５．農林業費 268,079 247,474 15,005 5,600 20,605

  ６．商工費 283,585 271,244 12,341 12,341

  ７．土木費 414,764 407,082 7,682 7,682

  ８．消防費 167,293 164,964 2,329 2,329

  ９．教育費 548,260 427,767 74,200 46,293 120,493

１０．公債費 269,373 263,073 6,300 6,300

１１．諸支出金 2 0 2 2

１２．予備費 2,000 2,000 2,000

    歳 出 合 計 3,898,150 3,586,779 89,205 222,166 311,371

国保事業勘定特別会計 1,011,574 955,160 56,414 56,414

国保直診勘定特別会計 76,000 71,346 4,654 4,654

有線放送事業特別会計 30,543 29,383 1,160 1,160

農労災共済事業特別会計 1,100 393 707 707

後期高齢者医療特別会計 64,420 62,185 2,235 2,235

予算現額との比
較

区      分
不要予算残

額
予算現額 支出済額 翌年度繰越

額


